
事業継続等の新たなマネジメントシステム規格と
その活用による事業競争力強化モデル事業

（グループ単位による事業競争力強化モデル事業）



事業競争力強化を目途とする
「三河湾明海地区産業基地」のBCP推進

•津波緊急避難にかかる事前の取り決めの必要性、そのあり方について、関係事
業所を中心に検討・避難訓練を実施

津波緊急避難者の受け入れにかか
る企業・事業所間の取り決め策定

事業・避難訓練

•自社・事業所での対応が困難な重篤なケガ人等に対する公的な救急救命活動と
の連携体制の構築を目途に、民・公での検討を実施する

明海地区での救急救命活動におけ
る公的支援の必要性の検討

•配布されている防災無線を活用して、防災無線の設置企業を中心に、情報の整
理および伝達に必要な手順を作成し、関係者による実験の実施を検討

地区内外の通行障害情報の伝達実
験事業

•液状化の可能性を事前に把握し、道路構造の改善提案や応急復旧体制の構築
が喫緊の課題であり、立地企業などの協力を得て、本地区の液状化の可能性の
分析と対応方策の検討を行うとともに、期待される公的支援方策の提言を行う

明海地区内幹線道路等の液状化の
可能性調査

•ＢＣＰ策定事業：個別の企業・事業所を対象に、コンサルタントが、各社の担当者
とともに、個別企業・事業所のＢＣＰを策定する事業

個社ＢＣＰ構築のための

コンサルティングサービス事業

•ＢＣＰ研修会：複数の立地・企業事業所を対象とし、講義、ワークショップなどによ

り、個別企業・事業所のＢＣＰの必要性・計画の内容などを研修する事業

個社ＢＣＰ構築のための

集合研修事業



「明海地津波緊急避難計画と避難訓練」

避難スペースがない事業所から、近隣の安全な事業所などに避難
する計画とその訓練によって、明海地区内の約1万人の就業者の安全
確保の道が開けた。
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（数値は人数）
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近隣事業所から避難受入れ（数値は人数）
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「明海地区津波緊急避難訓練と防災訓練報告」

平成24年12月7日 訓練実施

■津波緊急避難訓練(11：00～12：00）

11:00 地震初動訓練（各事業所）

11:20 津波一斉避難(津波避難相互事業所）

12:00 津波緊急避難訓練終了

■津波緊急避難訓練への参加状況
・避難訓練は、地区内の５地区、５グループ
（サブＧを入れて９グループ）で実施。

・参加事業所総数６０社・事業所（うち受け
入れ９社・事業所）。

・参加人員数は、総勢１，２８４人（うち社
内での訓練参加者は９７７人）。



車道における噴砂状況［第3回浦安市
液状化対策技術検討調査委員会資料,
平成23年7月,浦安市より引用］ 

 明海地区では、旧飛行場及び旧大津島を除き、
液状化発生の可能性が高い。

 結果は、明海地区の東側に南北に連なるゾーン
（旧澪（みお）の地区）で「液状化発生の可能性が
極めて高い」と判断された。

写真 マンホールの浮き上がり状況
(千葉県浦安市)［朝日新聞HPより］

明海地区における液状化現象は、主要地方道豊橋渥
美線への出口部分での影響が大きいことが判明した。

 被災直後の就業者の避難や緊急帰宅に際しての
通行路の確保が課題となっている。

 地震動によって被災の程度は変化するので、通行
障害の発生箇所も一定ではないと想定される。後
述する情報伝達の体制などと連携して、就業者の
安全な避難ルート等の検索が重要となる。

 明海地区内の市道の応急復旧に関し、豊橋市の公
的復旧体制の迅速な運用が期待される。

 液状化が発生すると地盤が沈下し、その上の建物
や電柱などの構造物が傾くなどの影響が発生し、
その結果、道路の通行障害などを発生させることと
なる。また、沈下にともなって地下水が泥土をとも
なって地上に噴出することが予想され、地盤の傾
斜に従って、低地部に堆積することが予想される。

 明海地区の標高分布と付き合わせると、地下水や
泥土が堆積するのは、「液状化発生の可能性が極
めて高い」南北に連なるゾーンの北部と南部に集
中している。

 明海地区から主要地方道豊橋渥美線への出口部
分が、この低地部に該当していることが判明した。

今後の対応方向 

予測される液状化の現象 

明海地区の液状化判定結果 

㈱ウッドワン敷地内での地質調査

提供して頂いた12事業所140本の地質調査
地点と2ヶ所の新規調査地点 

標高と沈下に伴う泥水の想定流下方向の予測

標高分布及び液状化に伴う泥水の滞留域想定図(主要地方道豊橋渥美線と接
続する道路近郊)：発生確率の低いプレート境界型の強い地震動 

噴出した泥水がたま
る可能性のある地域

㈱アイ・エイチ・サービス敷地内での地質調査



明海地区の情報伝達体制の構築

豊橋市から自治会へ
MCA無線機を5台貸与 

情報拠点事業所（5
社）MCA無線器設置 

情報拠点事業所

近隣情報の収集、MAP化 
拠点事業所周辺の

情報MAP化 

拠点事業所間での情報共有

情報伝達体制構築に向けて公からの支援
①MCA無線の増強（市）
②市の防災センターの災害地図情報の入手
③企業間情報伝達方法の改善

×

××

×

障害

拠点

事業
所

拠点事業所による
情報収集

周辺事業所の情報入手
拠点事業所

共通MAPの公開 

周辺事業所

共通情報MAPの入
手へ拠点事業所へ

市役所から
の障害情報

明海地区
通行障害MAP 

共通化

 この情報伝達網は、被災直後
における明海地区就業者の安
全な避難や緊急帰宅や事業所
の応急復旧活動等に際して役
立つ通行障害情報を、明海地
区内事業所が共有することを
目的としている。

 今回、情報伝達網を構築するに
あたり、5台のMCA無線機だけ

で明海地区全体をカバーしてい
くにはMCA無線機が不足してい

ることが判明した。津波避難計
画で避難場所に指定されている
企業や情報伝達網の空白地帯と
なっている地区への配備が必要
となるためさらに5台のMCA無
線機の追加配備が望まれる。

 情報拠点事業所から一般の事
業所への情報伝達は、情報を
必要とする事業所が拠点事業
所に出向き、入手することが
期待されている。その際に、
情報を転記するための地図を
事前に用意することが不可欠
であり、この点は今後の検討
課題である。

 情報拠点事業所は、被災直後
の近隣の通行障害などの情報
を入手し、本情報網を使用し
て、拠点事業所間で情報共有
する。

豊橋飼料㈱の訓練の様子 情報伝達訓練後の反省会

今後考えられる情報
伝達網構築の手順

今後の対応方向

 

 情報拠点企業の収集した近隣情報に加え、公的防災･被災情報の伝
達が可能となることが期待される。しかし、地理情報の口頭での
伝達の困難さは訓練でも指摘されており、通信手段の向上ととも
に、地理情報システムの利用可能となることが期待される。さら
に、市役所内に被災直後に設置される“災害対策本部”からの情
報の直接入手の方法に関しても、今後の課題である。



平成26年2月 明海地区防災連絡協議会 

明海地区事業継続計画（BCP）の構築に向けて 

 明海地区は、戦前からの飛行場であった大崎島を中心にその周辺を埋め立てて造成された。昭和30
年代からのわが国の工業化のプロセスの中で、昭和39年工業整備特別地域の指定、三河港の重要港湾
指定を期に、明海地区の南側の約半分の地区（約360ha）が㈱総合開発機構の手により、木材住宅産業
基地として明海地区産業基地が開発された。 
昭和54年に、隣接の田原地区に、トヨタの対米輸出の拠点工場が立地し、当地区の業種構成も、自動
車関連産業の占める割合が拡大し、現在は地域産業・経済上の重要拠点となっている。 

現在

 明海地区は、三河港内の東南の最奥部に位置する
約660haの臨海工業団地であり、多様な業種・業態の
100社を超える事業所の集積地です。 
 本地区は、近年では、4千億から5.4千億円レベルの
工業出荷額等を有し、これは豊橋市のそれの40から
47％のシェアを占め、また、従業員数では8千人から9
千人、すなわち同市の25％から28%のシェアを有して
おり、地域の産業経済に占める本地区の役割はきわ
めて大きいといえる。（’00,’05,’09,’10工業統計によ
る） 

就業者の安心・安全確保を目指して

明海地区の重要性 

開発の経緯 

5% 6% 8% 8% 

24% 25% 
28% 27% 

40% 

45% 46% 47% 

2000年 2005年 2009年 2010年 

豊橋市における明海地区のシェア

工業統計調査より作成
工業出荷額：5,400億円/従業員数：9,145人/事業所数：66事業所 

工業出荷額等

従業員数

事業所数

昭和３０年大崎島 昭和４６年造成中 昭和５３年木材住宅基地

 明海地区BCPは、南海トラフに起因する大規模震
災などに際して、地区内立地事業所の共助すなわち
事業所間での協働行動によって、団地としての機能
維持の根幹となる地区内就業者の安全確保を推進
しようとするものです。 

明海地区BCPの狙い 

－平成25年度の活動報告－ 



強靭性強化へ提案する明海産業基地
これが「明海産業基地」の強み

立地企業の自助 産業基地内の共助 公助への提言

産業基地の
機能維持

地域社会・
経済の自助

「公助への提言」の役割は
地域にとっての「自助」としての再認識
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